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○能登町公共工事の前金払取扱規則 

平成24年3月21日規則第9号 

 

（目的） 

第1条 この規則は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）附則第7条の

規定に基づき、公共工事の前金払をする場合の取扱いについて必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第2条 この規則において「公共工事」とは、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年

法律第184号）第2条第1項に規定する公共工事をいう。 

2 この規則において「中間前金払」とは、令附則第7条の規定により、既にした前金払に追加して

する前金払をいう。 

 

（前金払の対象及び割合） 

第3条 前金払（中間前金払を除く。以下同じ。）の対象となる公共工事は、1件の請負代金額が

300万円以上のものとする。 

2 前金払の額は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 土木建築に関する工事（次号及び第3号に該当するものを除く。）にあっては、請負代金額

の10分の4以内の額とする。 

(2) 土木建築に関する工事の設計及び土木建築に関する工事に関する調査又は測量にあっては、

請負代金額の10分の3以内の額とする。 

(3) 土木建築に関する工事の用に供することを目的とする機械類の製造にあっては、請負代金

額の10分の3以内の額とする。 

3 前項の規定により算出した前金払の額に10万円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた額とする。 

 

（中間前金払の対象及び割合） 

第4条 前条第2項第1号の規定により前金払をした公共工事で、次の各号に掲げる要件を全て満た

すものについては、中間前金払をすることができる。 

(1) 工期の2分の1を経過していること。 

(2) 工程表により工期の2分の1を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る

作業が行われていること。 

(3) 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金額の2分の1以上の額に相当する

ものであること。 

2 中間前金払の額は、請負代金額の10分の2以内の額とする。 

3 前項の規定により算出した中間前金払の額に10万円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てた額とする。 

 

（前金払の制限） 

第5条 町長は、前2条の規定にかかわらず、当該工事の性質上又はその他特に必要があると認める

ときは、前金払若しくは中間前金払をしないこと又はそれぞれの額を減額することができる。 
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（債務負担行為に係る契約における前金払及び中間前金払の特例） 

第6条 債務負担行為に係る工期が2年度以上にわたる契約における前金払及び中間前金払は、第3

条及び第4条の規定にかかわらず、当該契約に基づく各会計年度の出来高予定額に対してするも

のとする。この場合における第3条及び第4条の規定の適用については、第3条中「請負代金額」

とあるのは、「当該会計年度の出来高予定額」と、第4条第1項第1号及び第2号中「工期」とある

のは、「当該会計年度の工事実施期間」と、同項第3号及び同条第2項中「請負代金額」とあるの

は、「当該会計年度の出来高予定額」とする。 

 

（中間前金払と部分払の選択） 

第7条 中間前金払の対象となる工事の請負者は、契約締結時に中間前金払又は部分払のいずれか

を選択するものとする。この場合において、契約締結後の変更はいかなる場合も認めないものと

する。 

2 工期が2年度以上にわたる場合の会計年度末における部分払は、前項の部分払に含めないものと

する。 

 

（前金払の請求） 

第8条 前金払の支払を受けようとする者は、契約締結後、前払金請求書（様式第1号）に、公共工

事の前払金保証事業に関する法律第2条第4項に規定する保証事業会社（以下「保証事業会社」と

いう。）の発行した前払金保証証書を添えて、町長に提出しなければならない。 

2 前項の規定による保証事業会社が発行する前払金保証証書の提出に代えて、電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法（以下「電磁的方法」という。）であっ

て、保証事業会社が定め、町長が認める措置を講ずることができるものとする。この場合におい

て、申請者は当該保証証書を提出したものとみなす。 

 

（中間前金払の申請等） 

第9条 中間前金払の支払を受けようとする者は、中間前金払認定申請書（様式第2号）に工事履行

報告書（様式第3号）及び町長が必要と認める書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

2 町長は、前項に規定する申請があったときは、第4条第1項各号の要件を満たしているかどうか

を審査し、これを適当と認めるときは当該中間前金払の額を決定し、中間前金払認定通知書（様

式第4号）により申請者に通知するものとする。 

3 前項の規定によって認定の通知を受けた者は、中間前払金請求書（様式第5号）に保証事業会社

の発行した中間前払金保証証書を添えて、町長に提出しなければならない。 

4 前項の規定による保証事業会社が発行する中間前払金保証証書の提出に代えて、電磁的方法で

あって、保証事業会社が定め、町長が認める措置を講ずることができるものとする。この場合に

おいて、申請者は当該保証証書を提出したものとみなす。 

 

（前払金等の使途範囲） 

第10条 前払金（中間前払金を支払ったときは前払金及び中間前払金。以下「前払金等」とい

う。）の使途の範囲は、当該公共工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（当該

工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労

働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費に限るものとする。 

 

 



3/3 

（義務違反等による前払金等の返還） 

第11条 前払金等の支払を受けた者は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該前払金等の全

部又は一部を返還しなければならない。 

(1) 前条に規定する経費以外の目的に前払金を使用したとき。 

(2) 当該公共工事の契約義務を履行しないとき。 

(3) 当該公共工事に係る請負契約を解除したとき。 

(4) 保証事業会社との保証契約が解除されたとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、町長が特に必要と認めるとき。 

 

（遅延利息） 

第12条 前条の規定により前払金等を返還すべき者が、指定された期限までに返還しないときは、

返還期日の翌日から返還の日までの日数に応じ、契約締結時における政府契約の支払遅延防止等

に関する法律（昭和24年法律第256号）第8条第1項の規定に基づき財務大臣が定める率の割合で

計算して得た額の遅延利息を併せて納付しなければならない。 

 

（雑則） 

第13条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、平成24年4月1日から施行する。 

（能登町請負工事代価の前金払取扱規則の廃止） 

2 能登町請負工事代価の前金払取扱規則（平成17年能登町規則第42号。以下「請負工事の前金払

取扱規則」という。）は、廃止する。 

（経過措置） 

3 この規則の施行の日の前日までに、請負工事の前金払取扱規則の規定によりなされた入札公告、

指名通知その他の行為は、この規則の相当規定によりなされた手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成28年3月1日規則第1号） 

この規則は、平成28年4月1日から施行する 

附 則（令和3年3月29日規則第15号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和3年9月6日規則第24号） 

（施行期日） 

1 この規則は、令和3年10月1日から施行する。 

（経過措置） 

2 改正前のそれぞれの規則の規定に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、所要の調整をして

使用することができる。 

附 則（令和6年3月18日規則第3号） 

この規則は、令和6年4月1日から施行する。 

附 則（令和6年9月30日規則第24号） 

この規則は、令和6年10月1日から施行する。 

附 則（令和7年1月20日規則第1号） 

この規則は、令和7年2月1日から施行する。 


